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はじめに
　平成22（2010）年８月26日、文部科学省から「教育の情報化ビジョン（骨子）～ 21世紀にふさわしい学びと学校
の創造を目指して～」が公表１）された。文部科学省の説明における教育の情報化とは、主に小学校、中学校および
高等学校などの学校教育を対象とし、①情報教育、②教科指導における情報通信技術の活用、③校務の情報化の三
つの側面から教育の質の向上を目指すものとしている。
　これまで日本では、「e-Japan戦略」、「IT新改革戦略」、「i-Japan戦略2015」など、情報通信技術（ICT：Information 
and Communication Technology）に関するいくつかの国家戦略が策定されてきた。教育分野における情報通信技術
の活用を促す取り組みは、これらの国家戦略に基づいて国や地方公共団体を中心に進められてきたが、現状では政
府目標を十分に達成出来ていないという認識とこれからの学校教育の在り方を見据えた上で、同骨子は策定されて
いるものと考えられる。
　本稿では、これまでの国家戦略に従って行われてきた教育の情報化の取り組みに対して、その現状および課題を
整理し、今後の我が国における教育の情報化の在り方を議論する。
１　日本の情報通信技術戦略の歩み
（１）IT基本法の成立とIT戦略本部の設置
　図表１は、我が国において策定されてきた情報通信技術（ICT）戦略の経緯を示している。
　21世紀を目前にした1999（平成11）年12月19日、「ミレニアム・プロジェクト（新しい千年紀プロジェクト）」が
内閣総理大臣によって決定２）された。本プロジェクトでは、新しい千年紀を迎えるにあたってこれからの日本にお
ける情報化、高齢化、環境対応の三つの分野に対する実現目標と複数年度にわたる年次計画が記されている。情報
化の分野では、1999年６月開催のケルン・サミットで採択された「ケルン憲章」ですべての子どもにとって、「読み・
書き・算数・情報通信技術（ICT）の十分な能力」の達成を可能とする教育が不可欠である旨が合意された３）ことを
踏まえ、教育の情報化について次のような目標が掲げられた。
・ 2001 年度までに、全ての公立小中高等学校等がインターネットに接続でき、全ての公立学校教員
がコンピュータの活用能力を身につけられるようにする。さらに、2002 年度には、我が国の教育
の情報化の進展状況を、国際的な水準の視点から総合的に点検するとともに、その成果の国民へ
の周知を図るため、国内外の子供たちの幅広い参加による、インターネットを活用したフェステ
ィバルを開催する。
・ 2005 年度を目標に、全ての小中高等学校等からインターネットにアクセスでき、全ての学級のあ
らゆる授業において教員及び生徒がコンピュータを活用できる環境を整備する。
（出所）首相官邸「ミレニアム・プロジェクト（新しい千年紀プロジェクト）について」より抜粋　　　　
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図表１　日本の情報通信技術戦略の経緯
年 月　日 決 定 事 項 決 定 機 関
1999（平成 11） 12 月 19 日 ミレニアム・プロジェクト
（新しい千年紀プロジェクト）
内閣総理大臣決定
2000（平成 12） 11 月 29 日 高度情報通信ネットワーク社会形成基本法
（IT 基本法）成立（2001 年 1 月 6 日施行）
2001（平成 13）  1 月  6 日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
（IT 戦略本部）を内閣に設置
 1 月 22 日 e-Japan 戦略 IT 戦略本部
 3 月 29 日 e-Japan 重点計画 〃
 6 月 26 日 e-Japan2002 プログラム 〃
2002（平成 14）  6 月 18 日 e-Japan 重点計画 -2002 〃
2003（平成 15）  7 月  2 日 e-Japan 戦略Ⅱ 〃
 8 月  8 日 e-Japan 重点計画 -2003 〃
2004（平成 16）  2 月  6 日 戦略Ⅱ加速化パッケージ IT 戦略本部
 5 月 11 日 u-Japan 構想発表 総務省
 6 月 15 日 e-Japan 重点計画 -2004 IT 戦略本部
12 月 17 日 u-Japan 政策公表 総務省
2005（平成 17）  2 月 24 日 IT 政策パッケージ -2005 IT 戦略本部
2006（平成 18）  1 月 19 日 IT 新改革戦略 〃
 7 月 26 日 重点計画 -2006 IT 戦略本部
 9 月  8 日 u-Japan 推進計画 2006 総務省
2007（平成 19）  4 月  5 日 IT 新改革戦略 政策パッケージ IT 戦略本部
 7 月 26 日 重点計画 -2007 〃
2008（平成 20）  2 月 19 日 IT による地域活性化等緊急プログラム 〃
 6 月 11 日 IT 政策ロードマップ 〃
 8 月 20 日 重点計画 -2008 〃
2009（平成 21）  7 月  6 日 i-Japan 戦略 2015 〃
2010（平成 22）  5 月 11 日 新たな情報通信技術戦略 IT 戦略本部
 8 月 26 日 教育の情報化ビジョン（骨子） 文部科学省
　2000（平成12）年には、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」いわゆる「IT基本法」が成立し、翌年2001
（平成13）年１月６日に施行されることとなった。同法では、情報通信技術の活用により世界的規模で生じている急
激かつ大幅な社会経済構造の変化に適確に対応することの緊急性と照らし合わせ、国および地方公共団体が責任を
もって、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することを目的とする旨がう
たわれている。
　教育の情報化に関連して、同法では次のような条文が盛り込まれている。
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法 18 条
（教育及び学習の振興並びに人材の育成）
高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策の策定に当たっては、すべての国民が情報通
信技術を活用することができるようにするための教育及び学習を振興するとともに、高度情報通信
ネットワーク社会の発展を担う専門的な知識又は技術を有する創造的な人材を育成するために必要
な措置が講じられなければならない。
　2001（平成13）年１月６日、IT基本法の施行に基づいてIT戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
が内閣に設置された。
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（２）「e-Japan戦略」の策定による国家戦略の始動
　IT基本法の成立により我が国のICT推進に向けた基本方針が明示され、その後のICT戦略や計画の策定における基
盤が整えられた。
　2001（平成13）年１月22日には、「e-Japan戦略」が策定された。e-Japanという用語は、2000（平成12）年９月21
日に森喜朗内閣総理大臣が第150回国会の所信表明演説の中で、日本型IT社会を実現するための「e-Japan構想」を
掲げたことが始まりとされている。同戦略では、５年以内に世界最先端のIT国家を目指すことを目標に掲げた。また、
日本のIT革命への取り組みが他の先進国に対して遅れているという認識を示した上で、①超高速ネットワークイン
フラ整備及び競争政策、②電子商取引と新たな環境整備、③電子政府の実現、④人材育成の強化、の四つの重点政
策分野に対する取り組みの方針および目標を示した。
　IT基本法35条に定められた重点計画の作成に基づき、2001（平成13）年３月29日に「e-Japan重点計画」が策定された。
同計画では、小中高等学校等におけるICTの普及状況について、コンピュータ１台あたりの児童生徒数が13人（米国
６人）、インターネット接続率が57％（米国95％）となっているなど、米国と比較して大きく後れをとっているとい
う現状の認識を示し、次のような具体的施策を掲げている。
・2001 年度に全公立学校をインターネット接続
・2005 年度までに全クラスでコンピュータを活用
・2001 年度にすべての公立学校教員がコンピュータ操作に習熟
・2001 年度に 1000 人の IT 関連特別非常勤講師を任用
・2005 年度までに学習資源のデジタル化と学校導入
（出所）IT戦略本部「e-Japan重点計画」より抜粋　　　　
　2001（平成13）年６月26日、「e-Japan2002プログラム ～平成14年度IT重点施策に関する基本方針～」が策定された。
同プログラムは、「e-Japan戦略」および「e-Japan重点計画」を各府省の2002（平成14）年度の施策に反映する年次
プログラムに相当し、2002（平成14）年度のIT施策について、①高速・超高速インターネットの普及の推進、②教
育の情報化・人材育成の強化、③ネットワークコンテンツの充実、④電子政府・電子自治体の着実な推進、⑤国際
的な取組の強化の五つの柱を基本的な方針として重点化を図っている。
（３）「e-Japan戦略Ⅱ」策定でIT利活用の時代へ
　2003（平成15）年７月２日に策定された「e-Japan戦略Ⅱ ～ ITの利活用による、『元気・安心・感動・便利』社会
の実現を目指して～」では、「e-Japan戦略」の策定からこれまでの約２年間を「第一期：IT基盤整備」と位置付け、
これ以降はそのIT基盤を活かして社会・経済システムを積極的に変革する「第二期：IT利活用」の段階としている。
　同戦略では、「e-Japan戦略」で掲げられた５年以内に世界最先端のIT国家となるという目標を実現するとともに、
2006（平成18）年以降も世界最先端であり続けることを目指すことがうたわれている。さらに「元気・安心・感動・
便利」社会を実現するための先導的な取り組みとして７分野（１医療、２食、３生活、４中小企業金融、５知、６就労・
労働、７行政サービス）の推進と、新たなIT社会基盤を整備するための方策などが盛り込まれている。
　2004（平成16）年５月11日には、「e-Japan戦略」を継ぐものとして総務省から「u-Japan構想」が示され、同年12
月17日に「u-Japan政策」が同省により策定された。u-Japanとは、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」つなが
るネットワーク社会「ユビキタスネット・ジャパン」の略で、「至る所に存在する（遍在する）」の意味を持つユビ
キタス（ubiquitous）の「u」に加えて、ユニバーサル（universal、人に優しい心と心の触れ合い）、ユーザー・オリ
エンテッド（user-oriented、利用者の視点が融けこむ）、ユニーク（unique、個性ある活力が湧き上がる）の三つの
成果としての「u」を表わすものであり、ICTの利活用によってあらゆる人と物が結びつく社会を目指すことを象徴
している。
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（４）いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現へ
　「e-Japan戦略」が策定されてから５年後の2006（平成18）年１月19日、「IT新改革戦略 －いつでも、どこでも、誰
でもITの恩恵を実感できる社会の実現－」が策定された。この戦略の目指すものは、サブタイトルにもあるように
「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるユビキタスなネットワーク社会の実現としている。日本はこれまで
の５年間でハード面やインフラ整備において世界最先端のIT国家となったという認識を示している一方で、行政サ
ービスや、医療、教育分野等でのIT利用・活用における国民満足度の向上、地域や世代間などにおける情報活用の
格差（デジタル・ディバイド）の是正、セキュリティ対策や防災・災害対策の促進、企業経営におけるITの活用や
産業の国際競争力の強化、国際貢献などについては依然として課題が残されていることが示されている。教育の情
報化に関しても、各種IT機器の整備は推進されているものの、教員用コンピュータ整備の不足、校務のIT化の遅れ、
学校のIT機器の保守・点検等を行う人材の不足などの問題により、学校のIT化による改革が十分に進んではいない
現状を指摘している。さらにこれを踏まえて、今後５年間における教育分野に対する情報化の目標、実現に向けた
方策、評価指標などが明記されている。
（５）e-Japanからi-Japanへ
　1999（平成11）年の「ミレニアム・プロジェクト」の策定から約10年となる2009（平成21）年７月に「i-Japan戦
略2015 ～国民主役の「デジタル安心・活力社会」の実現を目指して～」が策定された。「i-Japan」の「i」は、2015
年の将来ビジョンとしてデジタル技術が「空気」や「水」のように抵抗なく普遍的に受け入れられて経済社会全体
を包摂する存在となり（Digital Inclusion）、暮らしの豊かさや、人と人とのつながりを実感できる社会および、デジ
タル技術・情報により経済社会全体を改革して新しい活力を生み出し（Digital Innovation）、個人・社会経済が活力
を持って、新たな価値の創造・革新に自発的に取り組める社会を実現すること意味している。
　「e-Japan戦略」ではネットワーク基盤の整備を中心に、「e-Japan戦略Ⅱ」以降はデジタル技術の利活用による社会
経済構造の改革を中心に政策を進めてきたことでICT基盤整備は進んだものの、多くの国民がその成果を実感するま
でには至っていないという認識を同戦略は示している。その上で、ICT利活用の推進に向けた今後の三大重点分野と
して①電子政府・電子自治体分野、②医療・健康分野、③教育・人財分野を挙げ、各分野の目標と方策を打ち出し
ている。このうち、③教育・人材分野に含まれる教育の情報化に関しては、次のような目標が掲げられている。
１．客観的な効果測定の下で、子どもの学習意欲や学力を向上させる。
学校での授業において、各教科の特性に応じたデジタル技術の活用を進め、よりわかりやすく、
創造的、発展的な双方向の授業を実現し、デジタル技術を活用した教育手法の効果の客観的な測
定の下で、子どもの学習意欲や学力を向上させる。
２．子どもの情報活用能力を向上させる。
情報教育の充実により、子どもの、①情報及び情報手段を主体的に選択し、活用していくため
の能力、②情報手段の仕組みなどの理解、③情報化の影の部分に対応できる能力・態度を向上さ
せる。
（出所）IT戦略本部「i-Japan戦略2015」より抜粋　　　　
　これを実現するための方策として、同戦略では次の５項目が挙げられているが、詳細については誌面の都合によ
り割愛させていただく。
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（ⅰ）教員のデジタル活用指導力の向上
（ⅱ）教員のデジタル活用をサポートする体制の整備
（ⅲ）双方向でわかりやすい授業の実現
（ⅳ）情報教育の内容の充実
（ⅴ）校務の情報化、家庭・地域との情報連携
（出所）IT戦略本部「i-Japan戦略2015」（2009）より抜粋　　　　　　　　　　　　
２　教育の情報化の実態
　教育の情報化に関しては、これまでの国家戦略の中で重点項目として示されてきており、基盤整備の段階として
はある程度の成果を上げてきたものとして評価されている。しかし、その利活用による教育への効果については、
十分に目標を達成してきたと言えるのだろうか。文部科学省では、「IT新改革戦略」に掲げられた教育の情報化の目
標の達成状況などを把握するため、毎年、「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」４）を実施しており、
その結果をホームページ上で公開している。本稿の執筆時点では、1999（平成11）年度から2009（平成21）年度ま
での調査結果が掲載されており、ここではそれらの結果から教育の情報化の現状を整理してみたい。
　「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の最も新しいデータは2009（平成21）年度の調査結果であり、
同調査においては調査項目を大きく４つに分類して、さらにその中でいくつかの項目（図表２参照）で分けている。
　同調査は、2010（平成22）年３月1日現在で実施され、調査対象は全国の全公立学校（小学校、中学校、高等学校、
中等教育学校及び特別支援学校）としている。調査対象となった学校数、児童生徒数、および教員数を図表３に示す。
図表２　「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」における調査項目例
１．コンピュータ整備の実態等
（1）コンピュータの設置状況等
（2）教育用コンピュータの設置場所別台数
（3）教育用コンピュータのＯＳ別台数
（4）教育用コンピュータの設置方法別台数
（5）コンピュータの周辺機器台数
（6）個人所有のコンピュータについて
（7）研修の受講状況
２．インターネットへの接続状況等
（1）続回線種別
（2）続回線速度別
（3）接続先（プロバイダ）
（4）ホームページ（Ｗｅｂページ）等の開設状況
（5）電子メールアドレスの付与状況
（6）有害情報への対応方法
（7）情報セキュリティポリシーの策定・運用の状況
３．デジタルテレビ等の整備の実態
（1）デジタルテレビ等の整備の実態
（2）地上デジタル放送への対応状況
（3）電子黒板のタイプ別・設置場所別台数
（4）電子黒板整備学校数
４．教員のＩＣＴ活用指導力の状況
（合計、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校）
104
図表３　平成21年度調査における調査対象の数（全国の合計値）
学校種 学校数（校） 児童生徒数（人） 教員数（人）
小学校 21,589 6,936,169 400,444
中学校 9,962 3,313,196 227,928
高等学校 3,838 2,353,942 179,092
中等教育学校 25 11,639 917
特別支援学校 966 112,169 65,145
合計 36,380 12,727,115 873,526
（出所）文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」より
注1）「児童生徒数」は、平成21年5月1日現在の児童生徒数。
注2）「教員」とは、校長、副校長、教頭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、常勤講師をいう。
（１）コンピュータおよびネットワークの整備状況
　全国の公立学校におけるコンピュータおよびネットワークの整備状況を図表４に示す。ここでは比較のため、
「e-Japan戦略」および「IT新改革戦略」で掲げた目標値と、2000（平成12）年度、2005（平成17）年度の調査結果
を併記している。
図表４　公立学校におけるコンピュータおよびネットワークの整備状況
項　目
目標値 調査結果
e-Japan 戦略
（H13～ H17）
IT 新改革戦略
（H18～ H22）
平成 12年度
（H13年 3月）
平成 17年度
（H18年 3月）
平成 21年度
（H22年 3月）
コンピュータ
１台当たりの
児童生徒数
5.4 人／台 3.6 人／台 13.3 人／台 7.7 人／台 6.8 人／台
普通教室の校内 LAN
整備率
概ね 100% 概ね 100％ 8.3％ 50.6％ 72.2％
（超）高速
インターネット
接続率
高速回線
概ね 100%
光ﾌｧｲﾊﾞによる
超高速回線
（30Mbps 以上）
概ね 100％
高速回線
12.9％
高速回線
89.1％
光ﾌｧｲﾊﾞ接続
51.3％
超高速回線
30.5%
高速回線
96.5％
光ﾌｧｲﾊﾞ接続
67.4％
超高速回線
65.9％
教員の校務用
コンピュータ
整備率
― 教員１人１台 ― 33.4％ 79.9％
（出所）文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」より　
注）高速回線の速度は401kbps以上、超高速回線の速度は30Mbps以上とする。　
　2009（平成21）年度の調査結果では、コンピュータ１台あたりの児童生徒数は6.8人／台と2000（平成12）年度の
13.3人／台に対して２倍近くの改善が実現されているものの、「e-Japan戦略」で掲げた目標値5.4人／台および「IT新
改革戦略」で掲げた目標値3.6人／台には届いていない。
　普通教室の校内LAN整備率については、2000（平成12）年度の8.3％に対して、2005（平成17）年度は50.6％、2009（平
成21）年度は72.2％と著しく上昇しているが、各戦略で掲げた目標値である概ね100％は達成されていない。
　回線速度401kbps以上を対象とする高速インターネット接続率は、2009（平成21）年度で96.5％となっており、
「e-Japan戦略」の目標値である概ね100％はほぼ達成されつつあると見なすことができるが、「IT新改革戦略」で掲
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げた回線速度30Mbps以上の超高速回線による接続率の目標値である概ね100％に対して、2009（平成21）年度では
65.9％に留まっている。
　教員の校務用コンピュータ整備率については、2005（平成17）年度では33.4％、2009（平成21）年度では79.9％と
著しく上昇しており、「IT新改革戦略」で掲げた目標値である教員１人１台を概ね100％と解釈すれば、今後二、三
年のうちにほぼ達成できる可能性がある。
　これらの結果から、公立学校におけるコンピュータおよびネットワークの整備は着実に進んでいることが分かる
が、「e-Japan戦略」、「IT新改革戦略」などの戦略で掲げた目標値を十分に達成しているとは言えない。
（２）教員のICT活用指導力の現状
　図表５は、教員のICT活用指導力に関する調査結果である。2009（平成21）年度の調査結果に加え、2006（平成
18）年度から2008（平成20）年度までの調査結果を併記している。ここではＡからＥの５項目に関するいくつかの
質問に対して、「わりにできる」若しくは「ややできる」と回答した教員の項目別の割合を示している。
　2005（平成17）年度までは、「各教科等においてコンピュータ等を使って指導できる教員の割合」という１つの評
価項目であったものが、2006（平成18）年度からはより具体的な評価項目への変更に伴って現在の５項目になった。
そのため、2005（平成17）年度以前のデータとの直接の比較することはできないが、2005（平成17）年度の結果では「各
教科等においてコンピュータ等を使って指導できる教員の割合」は76.8％であった。
図表５　教員のＩＣＴ活用指導力の状況
項　目
調査結果　（単位：％）
平成 18年度
（H19年 3月）
平成 19年度
（H20年 3月）
平成 20年度
（H21年 3月）
平成 21年度
（H22年 3月）
Ａ
教材研究・指導の準備・評価などに
ＩＣＴを活用する能力
69.4 71.4 72.6 73.9
Ｂ
授業中にＩＣＴを活用して指導する
能力
52.6 55.2 56.4 58.5
Ｃ 児童のＩＣＴ活用を指導する能力 56.3 57.8 58.5 60.3
Ｄ 情報モラルなどを指導する能力 62.7 65.1 66.8 68.6
Ｅ 校務にＩＣＴを活用する能力 61.8 65.6 67.0 69.4
（出所）文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」より　　
　この結果から、すべての項目において能力は上昇傾向にあることが分かるが、項目ごとに若干の差が現れている。
2009（平成21）年度においては、「Ａ 教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力」73.9％に続いて、「Ｅ 
校務にICTを活用する能力」69.4％、「Ｄ情報モラルなどを指導する能力」68.6％と、これらは７割前後で比較的高い
値となっており、教材や資料の作成、校務など授業外でのICT活用が進んでいることが分かる。それに対して、「Ｂ 
授業中にICTを活用して指導する能力」58.5％、「Ｃ 児童のICT活用を指導する能力」60.3％と、これらは６割前後で
実際の授業の中におけるICT活用には苦労している様子がうかがえる。
　「e-Japan戦略」および「IT新改革戦略」では、概ねすべての教員がITを活用して指導できる能力を向上すること
を目標に掲げているが、これまでの上昇度から考えると目標の達成にはしばらく時間がかかることが推察される。
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３　新潟県における教育の情報化の現状
　文部科学省の「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」では、都道府県ごとの調査結果も公開さ
れている。図表６は、2009（平成21）年度の都道府県ごとの調査結果から新潟県における教育の情報化の状況を整
理したもので、新潟県の公立学校におけるコンピュータおよびネットワークの整備状況を全国47都道府県の平均お
よび上位５位、下位５位までの都道府県の結果とともに示している。
図表６　新潟県の公立学校における情報通信環境の整備状況と他県との比較
項　目
新潟県
［913校］
全国平均
［36,380 校］
上位５都道府県 下位５都道府県
コンピュータ
１台当たりの児童
生徒数
（人／台）
6.5
（25 位）
6.8
1 位　鹿児島県　 4.7
2 位　山梨県　　 4.7
3 位　鳥取県　　 4.8
4 位　長崎県　　 4.8
5 位　徳島県　　 5.2
47 位　埼玉県　　 8.9
46 位　奈良県　　 8.7
45 位　愛知県　　 8.2
44 位　東京都　　 8.2
43 位　福岡県　　 7.9
普通教室の校内 LAN
整備率（％）
83.3
（13 位）
72.2
1 位　岐阜県　　93.4
2 位　富山県　　92.9
3 位　長野県　　91.8
4 位　長崎県　　88.0
5 位　福井県　　87.7
47 位　青森県　　40.9
46 位　奈良県　　44.0
45 位　大分県　　52.0
44 位　宮崎県　　53.5
43 位　滋賀県　　55.4
超高速
インターネット
接続率（％）
60.2
（28 位）
65.9
1 位　京都府　　95.0
2 位　岐阜県　　90.7
3 位　三重県　　88.1
4 位　兵庫県　　84.4
5 位　奈良県　　81.3
47 位　高知県　　 6.3
46 位　栃木県　　42.5
45 位　千葉県　　46.6
44 位　鹿児島県　52.0
43 位　青森県　　53.2
教員の校務用
コンピュータ
整備率（％）
85.8
（20 位）
79.9
1 位　山梨県　 114.3
2 位　岐阜県　 111.1
3 位　群馬県　 107.9
4 位　鳥取県　 107.8
5 位　島根県　 104.1
47 位　奈良県　　43.3
46 位　京都府　　44.7
45 位　大阪府　　48.9
44 位　千葉県　　49.8
43 位　和歌山県　54.4
（出所）文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成22年３月１日現在）」より　　
　各項目の最上位（１位）と最下位（47位）の都道府県を比べると、これらの間には２倍弱から３倍近い大きな差
があることが分かる。参考までに、超高速インターネット接続率の最下位である高知県の6.3％は、46位である奈良
県の44.0％に比べても著しく低い値であるが、同調査の別の結果では高知県の公立学校の光ファイバ回線によるイン
ターネット接続率は71.9％であり、高速回線の整備はある程度進んでいるが、30Mbps以上の超高速回線による接続
が実現できていない状況がうかがえる。これに関しては、バックボーンとなる回線の整備状況などの地理的な要因
による可能性も考えられる。
　新潟県については、コンピュータ１台当たりの児童生徒数は6.5人／台（全国25位）で、全国平均6.8人／台を若干
上回っている。普通教室の校内LAN整備率は83.3％（全国13位）で、全国平均72.2％を大きく上回る高い値を示して
いる。超高速インターネット（回線速度30Mbps以上）接続率は60.2％（全国28位）で、全国平均65.9％に届いていな
い。教員の校務用コンピュータ整備率は85.8％（全国20位）で、全国平均79.9％を超えている。
　図表７は新潟県における情報通信環境の整備状況をさらに学校種別に示している。コンピュータ１台当たりの児
童生徒数は中学校で5.8人／台と、「e-Japan戦略」で掲げた目標値5.4人／台にもう一歩のところであるが、高等学校
で8.0人／台および、中等教育学校で8.2人／台は、目標を大きく下回る結果となっている。普通教室の校内LAN整備
率は、高等学校で99.7％、中等教育学校で94.2％とかなり高い値を示しており、目標の概ね100％を実現しつつある。
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超高速インターネット接続率は小学校57.7％、中学校60.3％と全国平均65.9％を下回る低い値となっているが、高等
学校73.3％、中等教育学校71.4％、特別支援学校70.4％は平均を上回っている。教員の校務用コンピュータ整備率は、
小学校で95.6％と高い値であるが、特別支援学校では29.0％と最も低く、次いで高等学校78.2％が低い値となっている。
図表７　新潟県における学校種別の情報通信環境の整備状況
項　目
合計
［913校］
小学校
［549校］
中学校
［237校］
高等学校
［93校］
中等教育学校
［７校］
特別支援学校
［27校］
コンピュータ１台
当たりの児童生徒数
（人／台）
6.5
（6.8）
6.3
（8.1）
5.8
（6.7）
8.0
（4.9）
8.2
（4.9）
7.1
（3.7）
普通教室の校内 LAN
整備率
（％）
83.3
（72.2）
78.6
（67.2）
80.6
（69.0）
99.7
（91.9）
94.2
（80.5）
90.7
（82.3）
超高速インターネット
接続率
（％）
60.2
（65.9）
57.7
（65.6）
60.3
（66.9）
73.3
（65.1）
71.4
（68.0）
70.4
（65.0）
教員の校務用
コンピュータ
整備率（％）
85.8
（79.9）
95.6
（74.5）
89.3
（73.5）
78.2
（102.3）
94.9
（108.4）
29.0
（72.5）
注）（　）内は全国の平均値　　
（出所）文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成22年３月１日現在）」より　　
　図表８は新潟県の公立学校における教員のコンピュータ活用指導力の実態について2009（平成21）年度の調査結
果を全国平均および上位５位、下位５位までの都道府県の結果とともに示したものである。ＡからＥの各項目につ
いて、最上位と最下位の間には、20ポイントから30ポイント弱の差が現れている。上位５都道府県の結果における
特徴として、すべての項目において三重県が全国１位であり、同じくすべての項目で愛媛県、茨城県、京都府、沖
縄県が2位から5位を占めていることが分かる。一方、下位５都道府県の結果においては、４つの項目で和歌山県が
全国47位となっている。
　前述のコンピュータおよびネットワークなどハードウェアの整備に関しては、国または地方自治体の予算措置や
地域のネットワークインフラの整備状況によっては短時間での改善を図ることも可能ではあるが、教育の情報化の
意味を考えるとこれらは手段の一つであり、教員のコンピュータ活用指導力こそが本来の目的と言える。教員のコ
ンピュータ活用指導力の向上に関しては、教員の意識改革はもちろんのこと、日々多忙な教育活動の合間を利用し
てのコンピュータ活用の研修参加や教員間での情報交換などが必要であり、長期間の継続的な取り組みの積み重ね
によるものであると考えられる。教員のコンピュータ活用指導力で上位を占めるこれらの府県の取り組みには参考
になるものが多いと考えられ、全国的な指導力向上を図るためにもより一層の広報活動を期待したい。
　新潟県においては、「Ａ教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力」77.9％（全国８位）、「Ｂ授業中
にICTを活用して指導する能力」60.3％、「Ｃ児童のICT活用を指導する能力」65.0％（全国9位）、「Ｄ情報モラルな
どを指導する能力」71.1％（全国13位）、「Ｅ校務にICTを活用する能力」74.3％（全国７位）で、いずれも全国の平
均値を上回り、比較的高い順位を得ている。
　図表９は新潟県における教員のコンピュータ活用指導力の実態を学校種別にみたものである。高等学校について
は、５項目のうちＥを除く４項目で他の学校種に比べて最低値を示しており、すべての項目で全国平均を下回って
いる。また、小学校、中学校、高等学校と進むにしたがってすべての項目において値が下降しており、とくに中学
校と高等学校の間の落差が大きい。高等学校については今後一層の情報化の推進を図っていくことが必要と考えら
れる。
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図表８　新潟県の公立学校における教員のコンピュータ活用指導力の実態
項　目
新潟県
［913校］
全国平均
［36,380 校］
上位５都道府県 下位５都道府県
Ａ教材研究・指導の準
備・評価などにＩＣ
Ｔを活用する能力
（％）
77.9
（8 位）
73.9
1 位　三重県　　86.8
2 位　愛媛県　　85.0
3 位　沖縄県　　84.9
4 位　茨城県　　84.4
5 位　京都府　　83.1
47 位　和歌山県　67.9
46 位　千葉県　　68.7
45 位　大阪府　　69.3
44 位　滋賀県　　69.3
43 位　島根県　　69.4
Ｂ授業中にＩＣＴを活
用して指導する能力
（％）
60.3
（14 位）
58.5
1 位　三重県　　78.2
2 位　愛媛県　　76.0
3 位　茨城県　　75.5
4 位　京都府　　72.6
5 位　沖縄県　　71.8
47 位　和歌山県　50.5
46 位　千葉県　　50.9
45 位　島根県　　51.2
44 位　青森県　　51.8
43 位　滋賀県　　51.9
Ｃ児童のＩＣＴ活用を
指導する能力
（％）
65.0
（9 位）
60.3
1 位　三重県　　78.0
2 位　愛媛県　　76.6
3 位　茨城県　　76.5
4 位　京都府　　73.7
5 位　沖縄県　　72.0
47 位　和歌山県　53.2
46 位　滋賀県　　53.3
45 位　奈良県　　54.0
44 位　愛知県　　54.0
43 位　富山県　　54.1
Ｄ情報モラルなどを指
導する能力
（％）
71.1
（13 位）
68.6
1 位　三重県　　84.0
2 位　愛媛県　　82.8
3 位　茨城県　　81.7
4 位　京都府　　77.8
5 位　沖縄県　　77.7
47 位　富山県　　60.1
46 位　青森県　　60.4
45 位　滋賀県　　60.7
44 位　島根県　　61.5
43 位　奈良県　　62.0
Ｅ校務にＩＣＴを活用
する能力
（％）
74.3
（7 位）
69.4
1 位　三重県　　83.1
2 位　京都府　　81.4
3 位　愛媛県　　81.3
4 位　茨城県　　80.9
5 位　沖縄県　　77.8
47 位　和歌山県　60.5
46 位　千葉県　　60.8
45 位　奈良県　　62.7
44 位　大阪府　　62.9
43 位　大分県　　64.7
注）「わりにできる」若しくは「ややできる」と回答した教員の大項目別の割合　　
（出所）文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成22年3月1日現在）」より　　
図表９　新潟県における学校種別の教員のコンピュータ活用指導力の実態
項　目
合計
［913校］
小学校
［549校］
中学校
［237校］
高等学校
［93校］
中等教育学校
［７校］
特別支援学校
［27校］
Ａ教材研究・指導の準備・
評価などにＩＣＴを活用
する能力　　　　　（％）
77.9
（73.9）
82.8
（74.0）
77.1
（72.1）
70.3
（76.5）
79.2
（83.6）
73.5
（72.1）
Ｂ授業中にＩＣＴを活用し
て指導する能力　　（％）
60.3
（58.5）
66.1
（59.5）
59.2
（55.1）
50.6
（61.0）
63.3
（71.9）
56.3
（57.6）
Ｃ児童のＩＣＴ活用を指導
する能力　　　　　（％）
65.0
（60.3）
72.6
（63.3）
65.1
（55.9）
51.4
（61.2）
68.8
（74.9）
56.7
（54.1）
Ｄ情報モラルなどを指導す
る能力　　　　　　（％）
71.1
（68.6）
78.6
（71.2）
70.1
（66.2）
59.4
（69.7）
70.5
（80.2）
62.4
（57.7）
Ｅ校務にＩＣＴを活用する
能力　　　　　　　（％）
74.3
（69.4）
77.8
（67.9）
76.5
（68.5）
66.7
（74.7）
78.8
（81.6）
66.3
（66.6）
注）（　）内は全国の平均値　
（出所）文部科学省「平成21年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成22年3月1日現在）」より　
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４　教育の情報化ビジョンによる新たな取り組み
　2010（平成22）年８月26日、文部科学省は「教育の情報化ビジョン（骨子）～ 21世紀にふさわしい学びと学校の
創造を目指して～」を公表した。同骨子では、「e-Japan戦略」、「IT新改革戦略」、「i-Japan戦略2015」などのこれま
での国家戦略において教育の情報化に対する目標が掲げられてきたものの、いまだにその目標を十分に達成出来て
いないことを認めている。また、21世紀を生きる子どもたちに求められる力は、確かな学力、豊かな心、健やかな
体の調和のとれた「生きる力」とし、確かな学力の育成には、基礎的・基本的な知識・技能の習得、これらを活用
して課題を解決するための思考力・判断力・表現力および主体的に学習に取り組む態度をはぐくむことが必要であ
るとしている。さらに、情報活用能力をはぐくむことは、必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・
表現し、発信・伝達できる能力等をはぐくむことであり、「生きる力」に資するものであるとしている。
　同骨子では教育の情報化が目指す教育の質の向上には、次の３つの側面が重要であることが示されている。
1）情報教育（子どもたちの情報活用能力の育成）
2）教科指導における情報通信技術の活用（情報通信技術を効果的に活用した、わかりやすく深まる授業の実
現等）
3）校務の情報化（教職員が情報通信技術を活用した情報共有によりきめ細かな指導を行うことや、校務の負
担軽減等）
　「情報教育」に関しては、子供たちの情報活用能力を育成するためには次の三つの観点が重要であり、これらは相
互に関連づけて、バランスよく身に付けさせる必要があるとされている。
①情報活用の実践力（課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて、必要な情報を主体的に収
集・判断・処理・編集・創造・表現し、受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力）
②情報の科学的な理解（情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と、情報を適切に扱ったり、自らの情報
活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解）
③情報社会に参画する態度（社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し、
情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度）
　「教科指導における情報通信技術の活用」に関しては、学校における授業の中で、指導者用デジタル教科書、学習
者用デジタル教科書、デジタル教材、超高速の校内無線LAN環境、クラウド・コンピューティングなどの活用を期
待している。
　「校務の情報化」に関しては、その意義を次のように示している。
　学校における校務の情報化は、教職員等学校関係者が必要な情報を共有することによりきめ細かな指導を可
能とするとともに、校務の負担軽減を図り、教員が子どもたちと向き合う時間や教員同士が相互に授業展開等
を吟味し合う時間を増加させ、ひいては、教育の質の向上と学校経営の改善に資するものである。
　具体的には、学籍、出欠、成績、保健、図書等の管理や、教員間の指導計画・指導案・デジタル教材・子ど
もたちの学習履歴その他様々な情報の共有、学校ウェブサイトやメール等による家庭・地域との情報共有等が
含まれる。
　このような校務の情報化が進むことによって、教職員間や教職員・保護者間で共有する情報の充実、情報共
有が増加することによる相互の気づき、校務の処理時間の短縮による時間の使い方の変化、業務の正確性の向
上、学校からの情報発信が増えることにより保護者や地域住民の学校への理解が深まること等が期待される。
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　校務の情報化の課題としては、セキュリティの確保なども挙げられるが、費用対効果やセキュリティ等の観点を
踏まえ、校務の情報化において、クラウド・コンピューティング技術を活用する可能性も指摘している。
　同骨子では上記の他にも、「特別支援教育における情報通信技術の活用」や「教員への支援の在り方」などに関す
る方針が記されており、とくに教員のICT活用指導力の向上と地域間格差の是正に対する取り組みを強化することが
重要であることの認識を示している。
　文部科学省では、同骨子に基づいて2010（平成22）年度中に「教育の情報化ビジョン」を策定する予定であり、
同ビジョンの中ではある程度具体的な数値目標が掲げられる可能性がある。
おわりに
　これまでの日本の国家戦略では、欧米諸国における教育の情報化の状況に比較して後れをとっているという認識
の上で、ICT環境整備および教員のICT活用指導力の向上を目指す方針を打ち出してきた。これらの戦略で掲げた目
標値はまだ十分に達成されたとは言えないものの、少なくとも全国の公立学校においてはコンピュータおよびネッ
トワークの整備状況は著しく向上してきたことは明らかである。同様に教員のICT活用指導力についても、全国的に
着実に向上してきたと言えるが、地域間や学校種での格差が存在していることも事実である。教員のICT活用指導力
が生徒の学習理解度にも直接的な影響を及ぼす可能性を考えると、このような格差はできるだけ早期の是正を図っ
ていく必要があると考える。これからの教育の情報化をさらに推進してゆくためには、とりわけ教員のICT活用指導
力の向上に重点をおいて取り組んでいくことが重要であり、たとえば校務の情報化を進めることで教員の負担軽減
を図るとともに教員のICT活用を支援する事務体制を各学校で構築することなどが有効であると考えられる。
　新潟県に関しては、コンピュータおよびネットワークの整備状況は全国のほぼ中位であるが、教員のICT活用指導
力は全国の上位に位置づけられる。ただし、高等学校のコンピュータおよびネットワークの整備状況は他の学校種
に比べて高い一方で、教員のICT活用指導力は他の学校種に比べて低い結果となっている。新潟県のICT活用指導力
を今後さらに向上させるためには、とくに高等学校におけるICT活用指導力の強化を重点的に推進していくことも有
効であると考えられる。
　2010（平成22）年に「教育の情報化ビジョン（骨子）」が文部科学省により策定され、教育の情報化に関してこれ
までの国家戦略で掲げた目標と現実とのギャップを踏まえた新たな方針を示している。同骨子においても教員への
支援の在り方が検討されており、本質的な教育の情報化には教員のICT活用を支援する体制の構築が重要であること
の認識が示されている。具体的にどのような方策を図るのかについては、同骨子に基づき文部科学省が策定を予定
している「教育の情報化ビジョン」の中で示されることが期待される。
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